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▪ 2015年創立、独立気候シンクタンク

▪ ロンドン本社、東京とニューヨークにオフィスを置く

▪ 主な活動：気候変動政策に対する働きかけを分析、投資家への気

候変動リスク情報提供

▪ 日本ではJETI (ジャパン・エネルギー・トランジション・イニシ

アチブ) をIGES (地球環境戦略研究機関)と共同実施

InfluenceMapの紹介
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メディアによるインフルエンスマップ分析の活用



ロビー活動とは

国連「気候変動におけるロビー活動」の定義（2014年）

▪ 宣伝・PR活動、取締役メッセージ、等

▪ 規制機関との直接的な会議・接触

▪ 審議会・委員会への所属

▪ 元政府関係者の雇用

▪ 政治献金

▪ 業界団体を介した間接的な接点



企業ロビー活動による政策への影響

中止または緩和された気候変動政策例



InfluenceMapの調査方法

▪ パリ協定と整合した各国政府の政策、およびIPCC科学的知見に基づ

く政策（Science Based Policy：SBP）がベンチマーク

▪ 政策に対する企業・業界団体の働きかけを評価・採点し、ランク付け

▪ 公式・信頼性の高いデータを分析

▪ 評価・採点システムは客観性、透明性、使いやすさを重視

▪ セクター別だけでなく、複数のセクターを跨いで類似企業・業界団体

を比較できるのが特徴



企業分析と評価

気候変動政策へ
の影響力

排出量と
ビジネスモデル



情報源（データソース）



カーボン政策フットプリント

スコープ 4





40兆ドルを運用の投資家がInfluenceMapを利用



投資家によるインフルエンスマップデータの活用

■ クライメートアクション100+（CA100+）：インフルエンスマ

ップのデータからロビー活動に関する投資家の要望を成形。

■ 欧州投資家の働きかけ（ 2018年度） : 英国国教会年金、スウ

ェーデン公的年金基金 AP7, BNPパリバ・アセットマネジメント

, リーガル&ジェネラル・インベストメント・マネジメントはイ

ンフルエンスマップのデータを基に欧州企業のロビー活動を重

要項目として捉えている。



報告書「日本の経済・業界団体と気候変動政策」について

プラット絵麻

プロジェクト・マネージャー
emma.plat@influencemap.org



日本の業界団体と気候政策

報告書: 日本の経済・業界団体と気候変動政策

（2020年8月リリース）

■ 国内の経済・業界団体の政策関与・見解についてデータに基づ

いた分析を提供

■ 調査方法: インフルエンスマップ方法論を日本の政策の要領と業

界団体開示情報に適用

■ クライメート・アクション100+ （CA100+）を含む機関投資家

に報告書と分析詳細を提供。またメディア、NPO、企業・業界

団体にも幅広く共有。



背景

■ 日本における産業政策の策定：産業界、官僚、政治家を代表する

組織への権力が集中。この3つの代表格とされるのが日本経済団

体連合会、経済産業省、内閣官房。

■ 日本経済団体連合会（経団連）：最多数の企業を代表する日本最

大の経済団体（企業会員数1,444社、業界団体会員数109組）。政

策への働きかけにおいて、極めて重要な役割を担っている。

■ 気候変動・エネルギー政策：主に経済産業省によって策定。パリ

協定に関する政策は環境省と外務省も関わっている。気候変動政

策の中核となるのはエネルギー基本計画等。

■ NDC（国が決定する貢献）：2030年度の再生可能エネルギー比率

目標22-24% -複数の優良企業・団体から引き上げの声が上がって

いる。



調査方法



経済的分析

経済的重要度指数：雇用・成長・付加価値をもとに算出



気候変動・エネルギー政策への関与



総合資源エネルギー調査会・分科会への
業界団体所属状況



セクター別政策関与の度合いと姿勢



インフルエンスマップ・システム - 団体評価ページ



団体評価の例

気候変動政策に対する否定的な姿勢の例

+2 から-2のスコアが宛がられ、

システム上のアルゴリズムによ
る重み付によりスコアを算出

評価の要所

評価の詳細と
データ源

評価に
使われ
た原文



団体評価の例

気候変動政策に対する肯定的な姿勢の例



結論

■ 政策との関わり合い方の改革：日本経済のより広範囲な意見を気

候変動・エネルギー政策に反映し、パリ協定と整合した政策を促

進すべきである。

■ 戦略的な働きかけ：政策に関与していない大多数の業界による、

より積極的な働きかけが必要である。

■ 経団連：「経済界の意見を取りまとめる」とする主張は企業、業

界団体、および政府によって真偽を問われるべきである。

■ 投資家・株主：企業がパリ協定に整合した政策への働きかけを行

うことを求める機関投資家が増えている。また、企業はガバナン

スの一環として、同社の属する業界・経済団体の気候変動政策へ

の働きかけがパリ協定と整合性があるか確認することも求められ

ている。



日本経済新聞



フィナンシャル・タイムズ



40兆ドルを運用する投資家がInfluenceMapを利用



ロビー活動に対する投資家の期待

▪ パリ協定と整合する政策：パリ協定に沿った気候変動政策を支持

する立場をとり、それに応じて気候変動政策や規制に働きかける

▪ ガバナンスの徹底：企業が掲げる気候変動目標と政策関与との統

一性の確保、政策への働きかけの監査

▪ 企業内外の立ち位置：所属業界団体との方向性のズレ、パリ協定

との整合性のズレが生じた場合には透明性をもって適宜是正する

▪ 開示: 政策関与、経済・業界団体との関係、企業内外の見解のズレ

に関しての透明性



投資家による働きかけの結果

30以上の大手業界団体による情報開示がなされた。

BHP, (2017) Rio Tinto, (2018)  Anglo-American, (2019) Glencore, (2019) 

Royal Dutch Shell, (2019)  Equinor, (2019) Heidelberg Cement, (2019) BP, 

(2019) RWE, (2019) BASF, (2019)

情報公開によりShell と BP は業界団体からの撤退を表明した。



1. 企業と所属業界団体との間の気候変動・エネルギー政策に対

する方向性（掲げる目的のズレ等）の確認

2. 各セクターのロビー活動について（企業賛同のもと）業界団

体とエンゲージメントを行う

3. 複数セクターにまたがる団体（例：経団連）と日本政府との

対話の在り方・プロセス改革についてエンゲージメントを行

う

投資家による、企業・業界団体とのエンゲージ
メント（対話）



業界団体への要望書（オープンレター）



欧州の野心的な気候変動政策アジェンダ





今後の調査

■ クライメートアクション１００＋に含まれる企業の評価および

参加投資家とのエンゲージメント

■ 企業と業界団体の立ち位置の整合性：業界団体が企業に与える

影響

■ IPCC科学的知見に基づく政策実施の必要性について政策立案

者や企業と対話

■ 業界団体評価の更新・新規団体の追加



ご清聴いただき誠にありがとうございました。


